
 

ＭＳ＆ＡＤホールディングスの柳川でございます。 

本日は、お忙しい中、弊社の決算説明電話会議にご参加いただき、ありがとうござい
ます。 

 







    

 

それでは、「２０１４年度決算説明会 電話会議 資料」と題したスライドの 

１ページ目、「資料１」をご覧下さい。 

  

まず、グループのトップラインの状況について説明いたします。 

正味収入保険料は、国内損害保険会社が順調に増収したことに加え、海外保険子
会社も寄与し、前期比で １，３１１億円、４．７％の増収の２兆９，４０７億円となりまし
た。 

  

また、生命保険料は、三井住友海上プライマリー生命において販売が引き続き好調
に推移したことに加え、三井住友海上あいおい生命でも増収し、前期比で ４２７億
円、６．３%の増収となる、７，２１７億円となりました。 

  

 



    

  

次に、「資料２」をご覧ください。 

  

このスライドの上段にあります通り、グループ連結の経常利益は、前期に比べ 

９６８億円増益の２，８７０億円となりました。 

これは、三井住友海上が、６９３億円の増益となったことや、 

あいおいニッセイ同和損保が、４１０億円の増益となったことが主な要因です。 

  

また、下段の純利益につきましては、法人税率引き下げによるマイナス影響が、 

２５６億円あったものの、前期に比べ４２７億円増益の １，３６２億円となりました。 

  

 



    

 

次に、「資料３」をご覧ください。 

グループ・コア利益は、前期に比べ６０９億円増益の、１，５５７億円となりました。 

また、グループROEは、前期に対しプラス１．４ポイントの５．９％となりました。 

 

なお、５月７日に発表いたしました通り、２０１４年度の期末配当金を３６円、実施済み
の中間配当金２９ 円と合わせて１株当たり年間配当金を６５ 円とし、前期に比べ９円
の増配を予定しています。 

 

これに加え、本日決算短信と同時にリリースいたしました、「自己株式取得に係る事
項の決定に関するお知らせ」にございます通り、本日の取締役会で、取得価額総額 
２００億円を上限とする自己株式取得を決議いたしました。 

 

これは、当社の業績と現在の株価水準を考慮した上で、資本効率の向上等を目的に
機動的に実施するものです。 

 

また、２０１５年度の一株当たり年間配当は、のちほど改めてご説明いたしますが、 

５円増配となる７０円を見込んでおります。 

 



 

次に「資料４」をご覧ください。 

連結経常利益について、前期からの増減について、その内訳を説明いたします。 

  

右のグラフにあります通り、国内損害保険会社において、２０１４年２月の大雪および
２０１１年のタイ洪水を含めた自然災害の影響が、６９０億円改善したこと、および、こ
れらの自然災害と異常危険準備金の影響を除いた国内損害保険会社の保険引受
利益が３０２億円改善しましたが、これらに加え、２０１４年度は価格変動準備金の追
加積立の対応として国内損害保険会社において有価証券売却益等を６３０億円出し
たことが、連結経常利益を押し上げました。 

  

また、海外保険子会社も１４９億円の増益要因となっています。 

  

一方、マイナスの項目としては、国内損害保険会社における異常危険準備金の影響
が３４３億円、国内損害保険の価格変動準備金対応分を除いた資産運用損益・その
他が１７５億円、国内生保子会社が２３６億円の減少要因となっております。 

 



    

 

次に、国内損害保険会社の状況について、主要２社合計で説明いたします。 

「資料５」をご覧ください。 

  

まず、正味収入保険料は、２社ともに料率改定効果のあった自動車保険や自賠責保
険に加え、火災保険を中心に増収し、２社合計で前期比プラス７７５億円、３．１％の
順調な増収となりました。 

  

次にインカードロスにつきましては、２社合計で前期比６８４億円の減少となりました。 

この主因は前年度の大雪を含めた自然災害の反動で６９０億円減少したことが挙げ
られます。 

これ以外の要因として、自動車保険の事故件数が低位で推移したというロス減少要
因や、大口事故の発生や国内を中心としてＩＢＮＲ備金を積み増したロス増加要因が
含まれています。 

  

その結果、２社合計の保険引受利益は、前期比６４９億円増加し、２８７億円と大きく
改善し、黒字化しています。 

  

 



    

 

次に、「資料６」をご覧ください。 

  

資産運用については、価格変動準備金の追加積立のため有価証券の含み益を実現
したことを主因に、資産運用とその他収支の合計は、前期比４５４億円増加し２，１１
５億円となりました。 

  

なお、政策株式につきましては、２社合計で、９１０億円を売却いたしました。 

  

以上の結果、国内損害保険主要２社合計の経常利益は、 

前期比１，１０４億円増益の２,４０３億円、 

当期純利益は、前期比５７４億円増益の１,２８５億円となりました。 

  

なお、２社合計の特別損失３６９億円には、価格変動準備金の追加積立６３０億円を
含んでおります。 

また、弊社グループの機能別再編に伴う特別利益２７４億円も含んでおりますが、 

この部分につきましては、グループ内部の取引であり、連結上は消去されます。 

 



 

次に、自然災害の影響を説明いたします。「資料７」をご覧ください。 

  

自然災害に係るインカードロスは、当年度に発生した「国内自然災害」と、２０１４年２
月に発生した大雪、および２０１１年度に発生した「タイ洪水」の影響を合計いたしま
すと、一番下の行にありますように、前期比６９１億円減少の、２５７億円となりました
。 

  

内訳としては、当年度発生の国内自然災害が３０１億円、２０１４年の大雪が２２億円
、２０１１年のタイ洪水がマイナス６５億円となっています。 

 



  

次に、「資料８」をご覧ください。異常危険準備金の状況を説明いたします。 

  

異常危険準備金のネット増減額は、三井住友海上とあいおいニッセイ同和損保の２
社合計の全種目合計で、一番下の行にあります通り、３１３億円の繰入れとなり、取
崩しだった前期から 

３４３億円増加しました。 

なお、異常危険準備金の追加積立につきましては、２社合計で１７０億円を実施して
おります。 

  

 



  

次に「資料９」をご覧下さい。自動車保険の状況を説明いたします。 

  

上段左の折れ線グラフは、自動車保険の事故件数増減を示しております。 

 事故件数は、今年１月までは前年同月比での減少幅が徐々に縮小する傾向にありましたが
２月は、昨年の大雪の影響により前年同月比では大きく減少しています。 

  

次に、下段にある「保険料の増減要因」の表をご覧ください。 

保険料単価は、三井住友海上がプラス３．３％、あいおいニッセイ同和損保がプラス３．０％と
２社ともに上昇しており、これまでの料率改定を含めた商品改定の効果が出ていると見てい
ます。 

  

このような状況のもと、２社合算のＥＩ損害率は、上段右のグラフの通り順調に改善し、２０１４
年度は、６１．６%と前期比で４．８ポイント改善しました。 

  

一方、対物および車両に対する保険金単価は、このスライドの一番下にありますように、2社

ともに上昇しておりますが、これは、昨年４月からの消費税率引き上げが徐々に織り込まれ
てきたことに加え、従来からの修理費上昇が続いていることによるものと見ており、引き続き
注視をしてまいりたいと考えております。 

 



    

 

次に三井住友海上あいおい生命の状況について説明します。「資料１０」をご覧くださ
い。 

  

新契約高は、収入保障保険の減少などにより、前期比７．１％の減少となりましたが 

新契約年換算保険料は、第三分野商品「新医療保険A（エース）」の販売が引き続き
好調だったことにより、前期比９．６%の増収となりました。 

  

また、保有契約高は、前期比 ３．７％の増加、保有契約年換算保険料は、 

同じく６．０％の増加となり、順調に成長しております。 

  

一方、当期純利益は、死亡保険金が減少したものの、基幹システムの更新などによ
る一時費用の増加や、消費税改定影響、法人税率引き下げ影響等もあり、 

前期比２２億円減益の４４億円となりました。 

 



    

  

続いて三井住友海上プライマリー生命の業績を説明いたします。「資料１１」をご覧く
ださい。 

  

プライマリー生命のグロス収入保険料は、外貨建定額終身保険の販売が引き続き好
調であることに加え、変額終身保険が販売を伸ばしたことから、 ２７．５％増収の １
兆５４０億円となりました。 

  

保有契約高は、販売が好調だったことに加え、運用環境が良好だったことを反映して
、 

前期比９．９％増加の ４兆４，２１０億円となっております。 

  

一方、当期純利益は、オーストラリアドルの金利低下を反映して責任準備金の積立
負担が拡大したことなどから、５５億円減益の １２４億円となっております。 

 



    

 

次に海外保険子会社の状況について説明いたします。「資料１２」をご覧ください。 

  

正味収入保険料は、全体で２１．９％増収の、２，９３２億円となりました。 

ここには、為替影響として２０９億円、新規連結効果１２８億円を含んでおりますが、 

それらを除いても、全ての地域において、現地通貨ベースで増収しております。 

  

当期純利益についても、アジアを中心に全ての地域において増益となり、 

前期比プラス１５０億円の３５０億円となりました。 

 



  

次ページ「資料１３」から「資料１８」まで、三井住友海上とあいおいニッセイ同和損保
の２社について、単体の２０１４年度業績を付けております。後ほどご覧ください。 

  

 

















    

 

次に、２０１５年度の連結業績予想についてご説明いたします。 

「資料１９」をご覧下さい。 

  

グループ連結の正味収入保険料は ３兆６６０億円、増収率は ４．３％を見込んでおり
ます。 

増収額は、今期も１，０００億円を超える水準であり、 

三井住友海上、あいおいニッセイ同和損保では機能別再編の着実な実行や成長戦
略を織り込むとともに、海外保険子会社では引き続き業容の拡大を見込んでおりま
す。 

  

生命保険料は８，４７０億円を見込んでおり、増収率は １７．４%を見込んでおります。 

また、表の下段に参考として生命保険のグロス収入保険料を表示しており、三井住
友海上プライマリー生命は、２０１４年度の過去最高の販売水準から２０１５年度は通
常の水準に戻る計画としております。 

 



    

 

次に、経常利益・当期純利益についてご説明いたします。「資料２０」をご覧下さい。 

  

グループ連結の経常利益は ２，４２０億円、前期比はマイナス４５０億円となります
が、当期純利益につきましては １，５７０億円、前期比２０７億円の増益を予想してお
ります。 

 

このような増減となっている要因について、次のスライドでご説明いたします。 

  

 



 

「資料２１」をご覧下さい。 

 グラフは２０１４年度の経常利益を左に置き、２０１５年度の対前年変動要因を列挙しており

ます。また、２０１４年度は価格変動準備金の追加積立に対応した売却益６３０億円があった
ため、この影響を除いた２，２４０億円を増減のベースとして記載しております。 

この１つ右の項目「国内損保アーンドプレミアム」の増加が利益水準引き上げの最大要因と
なっています。これに連動してインカードロスも増加しますが、自動車保険の２０１４年１０月
の料率改定影響があることや、２０１４年度にあった大口事故やＩＢＮＲ負担が無くなることに
より１２２億円の負担増加に留まっています。 

次の項目「事業費」は手数料も含む事業費の増加を表示しています。この増加の主因はトッ
プライン増加に伴う手数料の増加であり、社費は前期比でマイナスとなる計画としております
。 

次の項目「異常危険準備金」は２０４億円の負担増となっておりますが、追加的な繰り入れは
予定しておりません。 

ここまでが保険引受にかかる主要項目の増減となっており、アーンドプレミアムの増加と比較
すると各費用項目の増加は少なくなっており、保険引受利益は増加を予想しております。 

次の項目以降に国内損保の資産運用、国内生保、海外子会社等の増減を記載しています
が、いずれも好調であった２０１４年度より利益の減少を見込んでおります。 

これらの結果２０１５年度の経常利益は２，４２０億円となっており、除く価変対応分ベースの
２０１４年度からは１８０億円の増益となっています。 

 



    

 

次に、グループ・コア利益の状況についてご説明します。 

「資料２２」をご覧下さい。 

  

２０１５年度のグループ・コア利益は１，５１０億円となり、２０１４年度からは若干減少
しておりますが、中期経営計画の数値目標１，２００億円からは３１０億円上回る見込
みとなっております。 

このような状況を踏まえ、２０１５年度の配当につきまして、２０１４年度の１株当り年
間６５円から５円増配し、年間７０円へ引上げる予定であります。 

  

 



    

 

これらの業績予想数値の主な前提について次のスライドでご説明いたします。 

「資料２３」をご覧下さい。 

  

日経平均株価、為替などの市場環境の前提は ２０１５年３月末水準としております。 

当年度発生の国内自然災害については、契約の状況等も踏まえ、昨年度の前提か
ら２０億円引き上げ、２社で４００億円の前提としております。 

大雪等の支払保険金は記載の通りで、当期業績への影響は少なくなっています。 

異常危険準備金の繰入の前提は記載の通りとなっており、繰入率は変更ありません
。なお、２０１４年度に実施した追加繰入は、大雪等による取崩影響が少なくなったこ
ともあり当期は予定しておりません。 

また、記載はございませんが、価格変動準備金の追加繰入も予定しておりません。 

法人税率については、税率引き下げを反映し２８．８％となっております。 

  

 



資料２４以降に、三井住友海上、あいおいニッセイ同和損保単体の２０１５年度業績予想の
詳細、および、2社単体の単純合算の資料を付けております。 

  

また、資料３０には、ご参考として、本日、決算短信と併せて発表いたしました決算説明資料
に記載しております中期経営計画数値目標について、２０１７年度見通しを抜粋して掲載して
おります。後ほどご覧ください。 

  

最後に、本日「コーポレートガバナンス態勢の強化について」をリリースしております。 

 弊社は、グループの持続的成長と企業価値向上を目指し、透明・公正かつ迅速・果断な意

思決定を行うための経営体制をより強化するために、社外取締役を主体とした「ガバナンス
委員会」の設置や、取締役の選任基準の制定を行いました。 

また、併せて、独立社外取締役比率の１／３への引き上げ、および、株式報酬型ストックオプ
ションの導入などを行いました。 

  

なお、株式報酬型ストックオプションにつきましては、株主総会での承認を前提に、 

当社のほか、中核会社である三井住友海上社、あいおいニッセイ同和損保社の 

社外取締役を除く全取締役、執行役員などに対し、導入することとしております。 

  

以上で、私からのご説明を終わります。 















    


